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〈レポート〉農林水産業

運営指針を補足するものとして時々の農政課
題等を踏まえガイドラインを作成する。直近
のガイドラインは2020年に作成されている。
協同農業普及事業のほかに、農業者への技

術指導事業として代表的なものに農協の営農
指導事業がある。農協の営農指導事業は民間
事業であり、農業者の協同組織として組合員
全体を対象に行うのに対し、協同農業普及事
業は主に農業の担い手を重点的に行う事業で、
相互に連携・補完しつつ事業を実施している。
現在全国に普及職員として約７千人（うち普及
指導員約６千人）、総合農協の営農指導員とし
て約１万２千人が従事している。
普及職員数の推移をみると、2006年の小泉

内閣によるいわゆる三位一体改革以降、協同
農業事業交付金の大部分が国から都道府県へ
税源移譲されたため、地方財政の厳しさが増
すなかで普及職員数は減少していた（第１図）。
ただし前述のとおり、近年普及職員は約７千
人、うち普及指導員は約６千人と横ばいで推
移している。都道府県別にみて普及指導員が

最も多いのは北海道で548人、以下、
福岡223人、福島207人、鹿児島200
人、新潟197人が続く（いずれも2023
年３月末時点）。

2　普及指導員の担当部門
第２図は、普及指導員の部門別設

置割合上位をみたものである。な
お、複数の担当を持つケースも多い
ため、担当部門ののべ設置人数は

1　協同農業普及事業の全国動向
協同農業普及事業は、1948年に制定された

農業改良助長法に基づき行われる公的事業で
ある。国と都道府県が協同して、高度な技術・
知識を持つ普及指導員を都道府県に置き、普
及指導員が直接農業者と接して、技術・経営
指導を行う。事業実施にあたっては、国と都
道府県が事業方針を共有し、財政的な負担は
国と都道府県で分担する。この事業方針の共
有のため、おおむね５年ごとに国が普及事業
における基本的課題等を示した運営指針と、

第1図　 普及職員数の推移

資料　農林水産省「協同農業普及事業をめぐる情勢」

常務取締役　内田多喜生

進みつつある普及事業の有機農業支援

第2図　 担当部門別設置人数割合（2023.3.31）

資料　農林水産省「協同農業普及事業年次報告書」
（注） 普及指導員の総設置人数で担当部門設置人数を割ったもの。
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9,773人と総設置人数6,132人を大きく上回る。
設置人数の部門別割合は野菜が最も高く26.4

％、次いで作物（稲作・普通畑作物）20.5％、果
樹11.8％が続く。また、上位には農産物だけでは
なく、担い手、農業経営（マーケティング含む）、
農産物活用（流通・加工、直売含む）などの部門
もみられ、農業労働力や農業経営、六次産業化
など、農業が抱える課題が多方面に及ぶなかで、
普及事業の対象範囲も拡大していることがうか
がえる。担当部門の設置人数合計を総設置人数
で割った一人当たり担当部門数も2017年の1.4部
門が2022年度には1.6部門へ増加している。

3　普及事業における有機農業指導体制
上記のように普及事業に対する農業及び農

業者のニーズが多様化するなかで、近年、取
組みが期待されている部門の一つが有機農業
である。例えば、2007年４月に公表された「有
機農業の推進に関する基本的な方針」（以下、
基本方針）では、おおむね2011年度までに普及
指導員による有機農業指導体制を整備した都
道府県の割合100％を目指すとされた。2013年
４月に見直された基本方針でも、整備率をお
おむね2018年度までに100％にするとしてい
る。そして2020年の基本方針では、整備目標
数値の明示こそなくなったものの、都道府県
は指導員による現地指導、手引きの作成等生
産現場における普及指導体制の整備が進むよ

う必要な支援に努めるとの文言がある。また
2015年に作成された協同農業普及事業のガイ
ドラインでも、地域の気象・土壌条件等に適
合した有機農業の技術体系確立および有機農
業者等への当該技術の導入に対する支援が盛
り込まれている。
これらの目標を踏まえて、有機農業支援体

制の整備は徐々に進んで行ったものの、先に
みたように普及指導員の総設置人数が横ばい
のなか有機農業部門の大幅な拡充は難しかっ
たとみられる。しかし、第３図にみられるよ
うに、2021年度以降有機農業部門担当人数は
従来よりも早いスピードで増加している。関
連する土壌肥料部門、農薬部門も同様である。
これは2021年に農林水産省が公表した「みど
りの食料システム戦略」の影響が大きいとみ
られる。同戦略では2050年までに有機農業の
取組み面積を100万ha（中間目標として2030年
6.3万ha）に拡大するという目標を打ち出した。
これを受け協同農業普及事業のガイドライ

ンも2022年６月に一部改正され、有機農業の
推進を含む「みどりの食料システム戦略」等
を踏まえた留意すべき内容が盛り込まれている。
こうして有機農業にかかる普及指導体制の

整備が関連部門を含め足元で進みつつあると
みられる。ただし、有機農業部門に限ってみ
れば2023年３月末の設置数は設置人数全体の
約２％、設置している都府県も22に留まり、
先の「みどりの食料システム戦略」での目標
を考慮すると、さらなる体制整備が必要であ
ろう。同時に、現在、農林水産省が取り組ん
でいる有機農業指導員の育成（普及指導員に
加えて、営農指導員や民間企業社員等も対象）
や有機農業の技術普及のための幅広い関連機
関・団体との連携も課題になるとみられる。

（うちだ　たきお）

第3図　 有機農業部門担当人数の推移
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